
 
 
 
 

◆政府 子ども・子育て新システム検討会議 

★基本制度ワーキング（第４回会合）開催される 

11 月 15 日（月）、政府の子ども・子育て新システム検討会議の基本制度ワーキングチームの会合が

開かれました。全日本私立幼稚園連合会からは、北條泰雅副会長が出席しました。当日は「放課後児

童給付（仮称）について」と「産前・産後・育児休業給付（仮称）について」の議論が行われました。 
 

★幼保一体化ワーキング（第３回会合）開催される 
 

全日私幼連を始め各方面からの反対意見を受けて 

幼稚園存続案を含む５案が提示される 
 

 

11 月 16 日（火）、政府の子ども・子育て新システム検討会議の幼保一体化ワーキングの会合が開か

れました。全日本私立幼稚園連合会からは、入谷幸二政策委員長が出席しました。内容については下

記の通りです。 

○ 前回も議論が行われた「幼保一体化の目的について（案）」について議論が行われました。資料に

は前回の議論を受けて文章の修正がされており、他のワーキングチームを受け今後も変更があるこ

とを説明した上で暫定的な合意がされました。その後「新システムにおける指定制と認可制の関係

について（案）」について事務局より説明の後、議論が行われました。 
 
○ 続いて「こども園（仮称）について考えられる複数案（案）」について事務局より説明の後、議論

が行われました。全体的な意見としてはイメージが複数案示されたことに評価がありましたが、具

体的な内容や財源確保について説明を求める声がありました。 
 

全日私幼連の入谷政策委員長は、多様な複数案の提示に謝意を表しましたが、内容については慎重

に検討する必要があるため各案に対する意見については留保しました。ただし、地域で行う子育ての

大切さや、ワークライフバランスの観点から過度に施設に依存することは脱却すべきだと発言しまし

た。 

 〔その他意見〕 

・幼保それぞれの文化があり、それぞれが住み分けてきたので時間をかけて議論が必要であり急激

な一体化はしないほうがよい。 

・論点として子育てしたいという人の意見が欠けているのではないか。 

・質の担保、評価基準の議論が必要となる。 

・案２案５については否定的な意見が多くあり、意見を留保する委員もおり、今後も議論を深める

必要があるとの認識で一致しました。 

「こども園（仮称）について考えられる複数案（案）」と全日私幼連の資料は別紙を参照してください。 

〔今号は７枚〕 
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